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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第7期
第2四半期
連結累計期間

第8期
第2四半期
連結累計期間

第7期

会計期間
自　平成22年4月 1日
至　平成22年9月30日

自　平成23年4月 1日
至　平成23年9月30日

自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日

売上高 （百万円） 128,022 131,895 272,514

経常利益 （百万円） 5,829 5,067 17,513

四半期（当期）純利益 （百万円） 2,613 2,476 11,722

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △439 604 8,395

純資産額 （百万円） 111,964 123,787 122,310

総資産額 （百万円） 233,333 268,819 247,446

1株当たり四半期（当期）純利益 

金額
（円） 6.34 6.00 28.39

潜在株式調整後1株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 42.5 39.6 43.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 9,946 △2,761 25,478

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △12,590 △6,458 △25,444

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 2,633 9,123 8

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 24,275 23,975 24,030

　

回次
第7期
第2四半期
連結会計期間

第8期
第2四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成22年7月 1日
至　平成22年9月30日

自　平成23年7月 1日
至　平成23年9月30日

1株当たり四半期純利益金額 （円） 4.38 5.68

　（注）1．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

2．売上高には、消費税等は含まれておりません。

3．第7期第2四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号　平成22年6月30日）を適用し、遡及処理しております。　

4．「潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。
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２【事業の内容】

当第2四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第2四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第2四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当第2四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1）業績の概況

　当第2四半期連結累計期間におけるわが国経済は、当初は東日本大震災による生産活動の低下や個人消費の落ち込み

が見られましたが、その後は一定の回復がみられる状況にありました。しかしながら今夏の電力供給不足への節電対

応や、欧米経済の先行き懸念に伴う急速な円高の進行により、全体的な景況感は依然厳しいままに推移しました。

　このような経済状況の中、当社におきましては第2四半期に入り、アセアン地域での販売が堅調であったことに加え、

第1四半期で震災により落ち込んだ新車メーカーへの納入も徐々に回復し、車載用リチウムイオン電池の出荷が本格

化したことを受けて、当第2四半期連結会計期間の売上高は715億46百万円と前第2四半期連結会計期間に比べて27億

53百万円の増加（4.0%）となりました。これに伴い利益面では、増収及び原材料価格の上昇への対応を進めたことに

より、前第2四半期連結会計期間に比べて営業利益は39億85百万円と1億12百万円の増加（2.9%）、経常利益は38億81

百万円と1億30百万円の増加（3.5%）、四半期純利益は23億44百万円と5億46百万円の増加（30.4%）と、いずれも前第

2四半期連結会計期間を上回る状態にまで回復致しました。

　これに対し、第1四半期の実績と合せた当第2四半期連結累計期間における売上高は1,318億95百万円と、前第2四半期

連結累計期間に比べて38億72百万円の増加（3.0％）となったものの、第2四半期での増益が第1四半期の減益をカ

バーするに至らず、当第2四半期連結累計期間における営業利益は47億97百万円と13億16百万円減少（△21.5％）し

ました。経常利益は、円高局面の中、為替の影響緩和に努めることで為替差損の縮小を図ったこともあり50億67百万円

と7億62百万円の減少（△13.1％）、四半期純利益は、震災による操業度差損を特別損失に計上したことや税金費用を

加味した結果、24億76百万円と1億37百万円の減少（△5.3％）となり、前第2四半期連結累計期間に比べていずれも減

少しました。

　

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

（国内自動車電池）

　売上高は、エコカー減税の廃止や、第1四半期で震災による影響により新車用の受注が大幅に減少した事から280億83

百万円と、前第2四半期連結累計期間に比べて4億6百万円減少（△1.4％）しました。セグメント損益は上記減収要因

に加え、鉛相場の上昇による影響もあり10億95百万円と、前第2四半期連結累計期間に比べて8億21百万円の減少（△

42.9％）となりました。

　

（国内産業電池及び電源装置）

　売上高は、据置用電池及び電源装置での震災復旧需要及びデータセンター向け需要による増加、フォークリフト用電

池の旺盛な需要による増加がありましたが、補助金事業の終了による影響から太陽光発電設備等で需要が減少したた

めに、296億13百万円と、前第2四半期連結累計期間に比べて63百万円減少（△0.2％）しました。これに対し、セグメン

ト損益は、主にフォークリフト用電池の増産及び合理化効果により、21億19百万円と前第2四半期連結累計期間に比べ

て92百万円の増加（4.6％）となりました。

　

（海外）

　売上高は、アセアン地域を中心に売上高を伸ばしたことで614億38百万円となり、前第2四半期連結累計期間に比べて

8億70百万円増加（1.4%）しました。これに対し、セグメント損益は、主として中国における人件費の上昇や環境規制

強化に伴う生産の一時的停滞もあり31億51百万円と、前第2四半期連結累計期間に比べて12億92百万円の減少（△

29.1%）となりました。

　

（リチウムイオン電池）

　売上高は、震災直後の一時的な納入ストップの影響はありましたものの、その後、電気自動車及びハイブリッド車搭

載用リチウムイオン電池がいずれも量産を本格化してきたことにより80億18百万円と、前第2四半期連結累計期間に

比べて39億48百万円増加（97.0%）しました。一方、セグメント損益は、生産能力拡大に向けた設備投資に伴う償却負

担の増加もあり13億70百万円の損失と、前第2四半期連結累計期間に比べて5億26百万円の悪化となりました。

　

（その他）

　売上高は、道路照明分野の需要は民需を中心に好調であったものの、特殊電池の需要減少により47億41百万円と、前

第2四半期連結累計期間に比べて4億75百万円減少（△9.1%）しました。セグメント損益は、車載用リチウムイオン電

池の量産移行により開発費用を原価算入したことが影響し、1億98百万円の損失と、前第2四半期連結累計期間に比べ

て12億31百万円の改善となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第2四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は239億75百万円と前連結会計年度末に比べて54百万円の減少

（△0.2％）となりました。当第2四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と主たる要因は次のとお

りであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却前の税金等調整前四半期純利益及び売上債権の減少等のプラス要

因がありましたが、たな卸資産の増加及び法人税等の支払額などにより27億61百万円のマイナス（前年同期は99億46

百万円のプラス）となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、主として車載用リチウムイオン電池生産に向けた滋賀県栗東工場を中心と

した有形固定資産を取得したことによる支出により、64億58百万円のマイナス（前年同期は125億90百万円のマイナ

ス）となりました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　財務活動によるキャッシュ・フローは、主として車載用リチウムイオン電池関連の設備投資の資金の一部を長期借

入金で調達したことにより、91億23百万円のプラス（前年同期は26億33百万円のプラス）となりました。

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第2四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法

施行規則第118条第3号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

　

①基本方針の内容

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値、株主

共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者であることが必要であると考えていま

す。

　株式公開会社である当社の株式については、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社取締役

会としては、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主全体の意思により決定さ

れるべきであり、特定の者の大規模な買付行為に応じて当社株式を売却するか否かは、最終的には当社株主の判断

に委ねられるべきものだと考えております。なお、当社は、当社株式について大規模な買付がなされる場合、これが

当社の企業価値、株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

　しかしながらその一方で、企業買収の中には、その目的等から見て重要な営業用資産を売却処分するなど企業価値

を損なうことが明白であるもの、買収に応じることを株主に強要する仕組みをとるもの、買収提案の内容や買収者

自身について十分な情報を提供しないもの、被買収会社の取締役会が買収提案を検討し代替案を株主に提供するた

めの時間的余裕を与えないもの、被買収会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者と

の協議、交渉を必要とするものなど、不適切なものも少なくありません。

　当社の経営にあたっては、当社の企業理念、企業価値のさまざまな源泉並びにお客様、取引先及び従業員等のス

テークホルダーとの間に築かれた関係等への十分な理解が不可欠であり、これらに対する十分な理解がなければ、

当社の企業価値、株主共同の利益を確保、向上させることはできません。特に、当社の企業価値の源泉は、イ．信頼と

実績に基づく技術開発力と市場開発力、ロ．リチウムイオン電池事業を支える高度な技術開発力、ハ．長年の実績

並びに上記イ．及びロ．の技術力を背景に、仕入先、販売先等、関係者とのパートナーシップが支えるブランド力と

高い競争力、ニ．当社の企業理念を十分に理解し、高度な技術力を維持伝承する従業員の存在であると考えており、

かかる当社の企業価値の源泉に対する理解が必要不可欠です。当社株式の大規模な買付を行う者が、かかる当社の

企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値、株主共同の

利益は毀損されることになります。

　当社としては、このような当社の企業価値、株主共同の利益に資さない大規模な買付を行う者は、当社の財務及び

事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大規模な買付に対しては必要かつ相当な

対抗措置を講じることにより、当社の企業価値、株主共同の利益を確保する必要があると考えます。 
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②具体的な取り組み

イ．会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取り組み

 　当社は、平成16年の設立以来、企業理念である『革新と成長』のもと、コアテクノロジーである蓄電池技術を

ベースとした製品開発、次世代技術の開発、国際競争力の強化及び経営革新と経営効率化を推進し、グローバル企

業として絶え間ない成長を目指してまいりました。当社は、上記企業理念のもと、引き続き、既存事業の収益力を

強化し、海外事業及びリチウムイオン電池事業の拡大を推し進め、社会、環境に貢献するグローバルな高収益企業

グループを形成していくことが、企業価値の向上、株主共同の利益の最大化につながるものと考えております。

　そこで、当社は、平成21年5月14日に、第一次中期経営計画の成果を経営基盤として長期的な視点に立ち、成長に

大きく踏み出すための方針として、事業環境が不透明な平成21年度は事業基盤を固め、成長への準備を進める年

度とし、平成22年度から平成24年度の3ヵ年を対象とする第二次中期経営計画を策定しました。さらに、平成22年

11月11日に直近の業績の状況等を踏まえ第二次中期経営計画の数値目標を見直しました。

　第二次中期経営計画の中では、(イ)． リチウムイオン電池事業の育成、(ロ)． 海外事業の拡大、(ハ)． 既存事

業の収益力強化、(ニ)． グループ全体の経営課題の実践を基本方針として掲げ、当社が今後も持続的に企業価値

を確保、向上させていくために、企業価値の源泉を最大限に活用し、中長期的な観点に立ち、第二次中期経営計画

の経営目標の達成を目指してまいります。 

ロ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取り組み

　当社は、平成23年5月12日開催の取締役会において、当社の企業価値、株主共同の利益の確保、向上のための取り

組みとして、当社に対する不適切な買収等を未然に防止することを目的として、現行プランを一部改訂した当社

株式の大量取得行為に関する対応策（以下、「本プラン」といいます。）を、株主総会において承認されることを

条件に継続的に導入することを決議し、平成23年6月29日開催の定時株主総会において、本プランを導入すること

の承認を得ました。

　本プランは、当社の企業価値、株主共同の利益が不適切な買付等により毀損されることがないように、当社株式

に対する買付等が行なわれる場合に、買付者等に対し、事前に当該買付等に関する情報の提供を求め、当社が、当

該買付等についての情報収集、検討等を行う期間を確保した上で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を

提示したり、買付者等との交渉等を行っていくための手続を定めています。

　買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を行うなど、買付者等による買付等が当社

の企業価値、株主共同の利益を害するおそれがあると認められる場合には、当社は、当該買付者等による権利行使

は認められないとの行使条件及び当社が当該買付者等以外の者から当社株式と引き換えに新株予約権を取得す

る旨の取得条項が付された新株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。）を、その時点の全ての株主に対し

て新株予約権無償割当ての方法（会社法第277条以降に規定されます。）により割当てます。

　なお、本新株予約権の無償割当ての実施、不実施または取得等の判断については、当社取締役会の恣意的判断を

排するため、企業価値評価委員会規則に従い、(イ)．当社社外取締役、(ロ)．当社社外監査役または(ハ)．社外の

有識者（実績ある会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士もしくは学識経験者

等）で、当社経営陣から独立した者のみから構成される企業価値評価委員会の判断を経ることとしています。

　これに加えて、企業価値評価委員会が本新株予約権の無償割当ての実施に際して、予め株主意思の確認を得るべ

き旨の留保を付した場合等一定の場合には、株主意思確認総会を招集し、本新株予約権の無償割当ての実施に関

する株主の皆様の意思を確認することができるものとしています。

　こうした手続の過程については、株主の皆様への情報開示を通じてその透明性を確保することとしています。仮

に、本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされた場合で、買付者等以外の株主の皆様により本新株予

約権が行使された場合、または当社による本新株予約権の取得と引き換えに、買付者等以外の株主の皆様に対し

て当社株式が交付された場合には、当該買付者等の有する当社株式の議決権割合は、最大50%まで希釈化される可

能性があります。

　

③具体的取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

　上記②イ．に記載した企業価値向上のための取り組みは、当社の企業価値、株主共同の利益を継続的かつ持続的に

向上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに基本方針の実現に資するもので、これらの各施

策は、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするも

のではありません。
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　また、本プランは、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判

断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付

者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値、株主共同の利益を確保するための枠組みであ

り、基本方針に沿うものであります。

　特に、本プランは、イ．買収防衛策に関する指針等の要件を完全に充足していること、ロ．本プランの導入や発動

の是非について、株主意思を重視するものであること、加えて有効期間が2年間と定められている上、株主総会また

は取締役会によりいつでも廃止できるとされていることから本プランの消長には株主の意向が反映されること、

ハ．独立性の高い社外者によって構成される企業価値評価委員会を設置し、本プランの発動に際しては必ず企業価

値評価委員会の判断を経ることが必要であるとしていることや、予め合理的な客観的要件が設定されていることに

より、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保していること、ニ．企業価値評価委員会は

当社の費用で第三者専門家の助言を得ることができ、また、企業価値評価委員会の判断の概要については情報開示

をすることとして、企業価値評価委員会の判断の公正さ、客観性及び透明性が担保される仕組みを確保しているこ

と、ホ．本プランは、デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないことなどにより、その公正

性、客観性が担保されており、高度の合理性を有し、当社株主の共同の利益を損うものではなく、また、当社の会社役

員の地位の維持を目的とするものではありません。

　　

(4）研究開発活動

　当第2四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は32億96百万円であります。 

　また、当第2四半期連結累計期間における研究開発活動の状況の変更の内容は、次のとおりであります。 

　　

①国内自動車電池

　国内自動車電池分野では、電解液に新添加剤を採用することで、エンジン始動性や長寿命といった性能はそのまま

に、充電受入性を向上させた環境配慮型「ECO.R series NEO」電池を開発しました。

　それ以外の分野では、当第2四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

②国内産業電池及び電源装置

　RMS分野では、エネルギーの見える化の促進のため、従来のデマンド表示板に加え、パソコンを活用したエネルギー

モニターソフトウェアを新規開発しました。

　それ以外の分野では、当第2四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

③海外

　自動車用鉛蓄電池分野では、海外で生産、使用される充電制御車やアイドリングストップ車向け電池の開発を進め

ています。タイにおいては、アイドリングストップシステム車用鉛蓄電池の開発成果に基づき、生産を開始しており

ます。

　ニッケル水素電池分野では、アルカリ乾電池の利便性を備え、充電して繰り返し使用できる地球環境に配慮した低

自己放電タイプのニッケル水素電池の低コスト化及び低自己放電性能の向上を図るため、新規材料の開発とその性

能評価を進めております。

　それ以外の分野では、当第2四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

④リチウムイオン電池

　航空機用リチウムイオン電池の分野では、米国ボーイング社の次世代主力旅客機「B787（通称ドリームライ

ナー）」に搭載されるリチウムイオン電池を計画通り生産しております。平成23年9月26日には初号機が全日空

（ANA）へ納入されました。

　宇宙用リチウムイオン電池の分野では、平成23年9月23日に打ち上げられたH-ⅡA 19号機、及び平成23年1月22日に

打ち上げられたH-ⅡB 2号機の両機に当社グループのロケット用リチウムイオン電池が搭載されました。平成18年1

月24日に打ち上げられたH-ⅡA 8号機への搭載後、H-ⅡB 2機を含め連続15回の打ち上げ成功に貢献しました。H-ⅡA

19号機にて軌道投入に成功した情報収集衛星光学4号機にも当社グループの人工衛星用リチウムイオン電池が主電

源として搭載されております。

　それ以外の分野では、当第2四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

⑤その他

　当第2四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループを取り巻く経営環境は依然として厳しく、とりわけ各事業分野での激しい価格競争が続いております。

また、当社グループの主要製品である自動車用鉛蓄電池の販売数量は、季節の変化、特に（冷夏、暖冬など）気候の変

化による影響を大きく受けます。一方、コストの面では、当社グループの主要製品である鉛蓄電池は、主要原材料に鉛

を使用しておりますので、この鉛価格の変動は製造コストに影響を与えます。

　当社グループとしましては、これらの状況を踏まえて、さらなる合理化や経費削減に取り組むとともに、車載用リチ

ウムイオン電池を新たな事業の柱に育てるべく注力してまいります。

　

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの当第2四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況は、「(2）キャッシュ・フローの状況」に記

載しております。

　

(7）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社は、企業理念及び経営ビジョンを次のとおり定めております。

［企業理念］

『革新と成長』－GS YUASAは、社員と企業の「革新と成長」を通じ、人と社会と地球環境に貢献します。 

［経営ビジョン］

GS YUASAは、電池で培った先進のエネルギー技術で世界のお客様へ快適さと安心をお届けします。

　

　第二次中期経営計画では、当社グループが長年培ってきた電池・電源技術によって、来るべき環境対応型社会の実現

に貢献し、企業理念に掲げる「革新と成長」のもと、総力を挙げて次の経営方針を重点的に取り組んでまいります。

①社会・環境に貢献し、ステークホルダーから高い支持を得る

②リチウムイオン電池事業を基幹事業の一翼を担う成長事業へ育成する

③グローバル企業として高収益事業グループを形成する
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,400,000,000

計 1,400,000,000

②【発行済株式】

種類
第2四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年9月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月4日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 413,574,714 413,574,714

東京証券取引所

　市場第一部

大阪証券取引所

　市場第一部

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

1,000株であります。

計 413,574,714 413,574,714 － －

(2)【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　　

　

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

(4)【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成23年9月30日 － 413,574 － 33,021 － 79,336
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(6)【大株主の状況】

 平成23年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社(信託口)
東京都港区浜松町2－11－3 18,790 4.54

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社(信託口)
東京都中央区晴海1－8－11 14,144 3.42

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2－1－1 14,000 3.39

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋3－5－12 13,473 3.26

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町1 11,180 2.70

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2－7－1 9,327 2.26

株式会社京都銀行 京都市下京区烏丸通松原上ル薬師前町700 7,740 1.87

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1－1－2 7,108 1.72

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝3－33－1 5,929 1.43

東京海上日動火災保険株式会

社
東京都千代田区丸の内1－2－1 5,413 1.31

計 － 107,106 25.90

　（注）1．所有株式数の千株未満は切り捨てて表示しております。

2．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は全

て信託業務に係るものであります。

3. 中央三井アセット信託銀行株式会社及びその共同保有者である住友信託銀行株式会社、中央三井信託銀行株

式会社、中央三井アセットマネジメント株式会社、日興アセットマネジメント株式会社から平成23年4月20日

付で提出された大量保有報告書により、平成23年4月15日現在で以下の株式を所有している報告を受けており

ますが、中央三井信託銀行株式会社を除いた各保有者については当社として第2四半期会計期間末時点におけ

る所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に含めておりません。

　 　なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜4－5－33 11,306 2.74

中央三井アセット信託銀行株

式会社
東京都港区芝3－23－1 5,317 1.29

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝3－33－1 5,929 1.43

中央三井アセットマネジメン

ト株式会社
東京都港区芝3－23－1 556 0.13

日興アセットマネジメント株

式会社
東京都港区赤坂9－7－1 3,387 0.82

計 － 26,495 6.41
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(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は1,000株で

あります。

普通株式      738,000

（相互保有株式）

普通株式       91,000

完全議決権株式（その他） 普通株式  411,320,000 411,320 同上

単元未満株式（注） 普通株式    1,425,714 － －

発行済株式総数           413,574,714 － －

総株主の議決権 － 411,320 －

　（注）「単元未満株式」の株式数の欄には、当社保有の自己株式が843株含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成23年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）  　 　 　 　

株式会社 ジーエス

・ユアサ コーポ

レーション

京都市南区吉祥院西ノ

庄猪之馬場町1
738,000 － 738,000 0.18

（相互保有株式）  　 　 　 　

青森ユアサ電池販売

株式会社

青森市大字石江字江渡

11－5
62,000 － 62,000 0.01

富士電器株式会社
大阪府豊中市勝部1－8

－4
1,000 － 1,000 0.00

ジーエス・ユアサ取

引先持株会

京都市南区吉祥院西ノ

庄猪之馬場町1
28,000 － 28,000 0.01

計 － 829,000 － 829,000 0.20

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２ 監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第2四半期連結会計期間（平成23年7月1日から平成23年9

月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成23年4月1日から平成23年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
平成23年3月31日

当第2四半期連結会計期間
平成23年9月30日

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,230 10,067

受取手形及び売掛金 54,730 50,406

有価証券 12,809 13,918

商品及び製品 21,461 25,971

仕掛品 8,675 10,596

原材料及び貯蔵品 7,825 8,531

繰延税金資産 3,019 2,930

その他 8,748 10,831

貸倒引当金 △365 △364

流動資産合計 128,135 132,889

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 31,968 35,130

機械装置及び運搬具（純額） 20,672 19,770

土地 18,189 18,763

リース資産（純額） 4,378 9,623

建設仮勘定 3,232 12,298

その他（純額） 1,955 1,946

有形固定資産合計 80,397 97,531

無形固定資産

リース資産 402 537

その他 1,036 1,409

無形固定資産合計 1,439 1,947

投資その他の資産

投資有価証券 27,397 26,965

その他 11,832 10,039

貸倒引当金 △1,847 △638

投資その他の資産合計 37,382 36,365

固定資産合計 119,219 135,844

繰延資産 91 84

資産合計 247,446 268,819
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（単位：百万円）

前連結会計年度
平成23年3月31日

当第2四半期連結会計期間
平成23年9月30日

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 27,540 25,293

短期借入金 15,621 14,949

未払金 11,454 17,331

未払法人税等 3,748 1,492

設備関係支払手形 799 4,990

その他 10,852 11,383

流動負債合計 70,018 75,441

固定負債

長期借入金 32,667 42,354

リース債務 4,225 9,543

退職給付引当金 8,117 7,911

関連会社整理損失引当金 1,650 1,650

その他 8,458 8,130

固定負債合計 55,118 69,589

負債合計 125,136 145,031

純資産の部

株主資本

資本金 33,021 33,021

資本剰余金 54,880 54,880

利益剰余金 24,086 23,259

自己株式 △307 △310

株主資本合計 111,680 110,850

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,810 3,752

繰延ヘッジ損益 － △118

土地再評価差額金 1,228 1,228

為替換算調整勘定 △9,358 △9,223

その他の包括利益累計額合計 △3,319 △4,361

少数株主持分 13,949 17,298

純資産合計 122,310 123,787

負債純資産合計 247,446 268,819
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（2）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第2四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第2四半期連結累計期間
自　平成22年4月 1日
至　平成22年9月30日

当第2四半期連結累計期間
自　平成23年4月 1日
至　平成23年9月30日

売上高 128,022 131,895

売上原価 98,124 103,105

売上総利益 29,898 28,790

販売費及び一般管理費 ※1
 23,784

※1
 23,992

営業利益 6,114 4,797

営業外収益

受取利息 33 59

受取配当金 170 184

持分法による投資利益 1,378 1,321

その他 521 543

営業外収益合計 2,104 2,109

営業外費用

支払利息 746 777

為替差損 1,205 578

その他 437 483

営業外費用合計 2,389 1,838

経常利益 5,829 5,067

特別利益

固定資産売却益 29 13

貸倒引当金戻入額 233 －

退職給付制度改定益 302 －

その他 61 11

特別利益合計 626 24

特別損失

固定資産除却損 95 91

固定資産売却損 33 9

関連会社整理損 ※2
 3,000 －

災害による損失 － 891

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 302 －

その他 74 219

特別損失合計 3,505 1,212

税金等調整前四半期純利益 2,951 3,880

法人税等 526 2,323

少数株主損益調整前四半期純利益 2,424 1,556

少数株主損失（△） △188 △919

四半期純利益 2,613 2,476
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【四半期連結包括利益計算書】
【第2四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第2四半期連結累計期間
自　平成22年4月 1日
至　平成22年9月30日

当第2四半期連結累計期間
自　平成23年4月 1日
至　平成23年9月30日

少数株主損益調整前四半期純利益 2,424 1,556

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,083 △1,052

繰延ヘッジ損益 △5 △118

為替換算調整勘定 △1,264 129

持分法適用会社に対する持分相当額 △510 88

その他の包括利益合計 △2,864 △952

四半期包括利益 △439 604

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △81 1,434

少数株主に係る四半期包括利益 △358 △830
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第2四半期連結累計期間
自　平成22年4月 1日
至　平成22年9月30日

当第2四半期連結累計期間
自　平成23年4月 1日
至　平成23年9月30日

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,951 3,880

減価償却費 4,806 5,421

投資有価証券評価損益（△は益） 8 2

投資有価証券売却損益（△は益） 0 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 26 △1,262

退職給付引当金の増減額（△は減少） △256 87

受取利息及び受取配当金 △204 △244

支払利息 746 777

為替差損益（△は益） 34 70

固定資産売却損益（△は益） 4 △3

固定資産除却損 95 91

持分法による投資損益（△は益） △1,378 △1,321

関連会社の整理に伴う債権の減少及び引当金の
増加

3,000 －

売上債権の増減額（△は増加） 3,648 6,156

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,430 △7,300

仕入債務の増減額（△は減少） △465 △1,784

その他 1,971 △2,543

小計 11,557 2,026

利息及び配当金の受取額 860 830

利息の支払額 △745 △748

法人税等の支払額 △1,726 △4,869

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,946 △2,761

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △12,144 △6,465

有形固定資産の売却による収入 88 60

投資有価証券の取得による支出 △5 △5

投資有価証券の売却による収入 0 －

子会社株式の取得による支出 △10 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

－ △17

貸付けによる支出 △5 △6

貸付金の回収による収入 24 14

その他 △539 △40

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,590 △6,458
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（単位：百万円）

前第2四半期連結累計期間
自　平成22年4月 1日
至　平成22年9月30日

当第2四半期連結累計期間
自　平成23年4月 1日
至　平成23年9月30日

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの増減
額（△は減少）

△1,591 △832

長期借入れによる収入 298 10,013

長期借入金の返済による支出 △595 △506

新規取得設備の賃借化による少数株主からの収
入

4,280 －

自己株式の取得による支出 △6 △3

配当金の支払額 △2,478 △3,303

少数株主への配当金の支払額 △124 △228

連結子会社増資に伴う少数株主からの払込によ
る収入

3,185 4,410

その他 △333 △426

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,633 9,123

現金及び現金同等物に係る換算差額 △437 42

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △447 △54

現金及び現金同等物の期首残高 24,722 24,030

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 24,275

※
 23,975
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

記載すべき事項はありません。

　　

【会計方針の変更等】

　該当事項はありません。　

　　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第2四半期連結累計期間
自　平成23年4月 1日
至　平成23年9月30日

税金費用の計算　 　税金費用については、当第2四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　

【追加情報】

当第2四半期連結累計期間
自　平成23年4月 1日
至　平成23年9月30日

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

　第1四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月4日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月4日）を適用しております。 　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
平成23年3月31日

当第2四半期連結会計期間
平成23年9月30日

　1　偶発債務

保証債務及び保証予約

 下記の6社の銀行等の借入金に対し債務保証を行って

おります。

　1　偶発債務

保証債務及び保証予約

 下記の7社の銀行等の借入金に対し債務保証を行って

おります。

PT. GS Battery 378百万円

天津東邦鉛資源再生有限公司 144〃

連雲港倚天科技有限公司 227〃

北京日佳電源有限公司 11〃

上海杰士鼎虎動力有限公司 31〃

Yuasa Battery (Malaysia)

Sdn. Bhd.
38〃

合計 832〃

PT. GS Battery 349百万円

天津東邦鉛資源再生有限公司 137〃

連雲港倚天科技有限公司 201〃

北京日佳電源有限公司 10〃

上海杰士鼎虎動力有限公司 30〃

Yuasa Battery (Malaysia)

Sdn. Bhd.
26〃

㈱ユアサメンブレンコリア 6 〃

合計 763〃

　この他に、下記の会社の銀行等の借入金に対し保証予

約を行っております。

　この他に、下記の会社の銀行等の借入金に対し保証予

約を行っております。

山東華日電池有限公司 367百万円 山東華日電池有限公司 347百万円

　2　財務制限条項

　借入金のうち、シンジケートローン契約（残高合計

24,000百万円）には、財務制限条項が付されており、下

記のいずれかの条項に抵触した場合、多数貸付人の請

求に基づくエージェントの借入人に対する通知によ

り、契約上の全ての債務について期限の利益を失い、借

入金元本及び利息を支払うことになっております。

　2　財務制限条項

　同左

（条項）

(1）各年度の決算期の末日における連結貸借対照表に

記載される純資産の部の合計額を(ⅰ)644億円

（ただし、シンジケートローン契約のうち、12,000

百万円については、626億円）または(ⅱ)直近年度

の決算期の末日における連結貸借対照表に記載さ

れる純資産の部の合計金額の75％のいずれか高い

方の金額以上に維持すること。

　

(2）各年度の決算期の末日における損益計算書及び連

結損益計算書に記載される経常損益をいずれも2

期連続で損失としないこと。
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（四半期連結損益計算書関係）

前第2四半期連結累計期間
  自　平成22年4月 1日
至　平成22年9月30日

当第2四半期連結累計期間
  自　平成23年4月 1日
至　平成23年9月30日

※1　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は下記の

とおりであります。

※1　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は下記の

とおりであります。

荷造運送費 3,463百万円

従業員給与及び賞与 7,652〃

福利厚生費 1,327〃

退職給付費用 1,083〃

不動産賃借料 731〃

減価償却費 642〃

研究開発費　 968〃

荷造運送費 3,246百万円

従業員給与及び賞与 7,643〃

福利厚生費 1,370〃

退職給付費用 1,114〃

不動産賃借料 679〃

減価償却費 723〃

研究開発費　 1,290〃

※2　当社は、持分法適用関連会社の三洋ジーエスソフトエ

ナジー株式会社を解散させ特別清算することを平成

22年8月20日開催の取締役会で決議しております。

　　 本件による整理損見込額として3,000百万円の特別損失

を計上しております。

　2　　　　　　　　　──────

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第2四半期連結累計期間
自　平成22年4月 1日
至　平成22年9月30日

当第2四半期連結累計期間
自　平成23年4月 1日
至　平成23年9月30日

※ 　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※ 　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年9月30日現在） （平成23年9月30日現在）

現金及び預金勘定 10,391百万円

有価証券 13,907〃

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △23〃

現金及び現金同等物 24,275〃

現金及び預金勘定 10,067百万円

有価証券 13,918〃

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △10〃

現金及び現金同等物 23,975〃

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第2四半期連結累計期間（自　平成22年4月1日　至　平成22年9月30日）

　配当金支払額　 

 
（決議）

株式の種類 配当の総額 配当の原資
1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成22年6月29日

定時株主総会
普通株式 2,477百万円 利益剰余金 6円 平成22年3月31日平成22年6月30日

　

Ⅱ　当第2四半期連結累計期間（自　平成23年4月1日　至　平成23年9月30日）

　配当金支払額　 

 
（決議）

株式の種類 配当の総額 配当の原資
1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成23年6月29日

定時株主総会
普通株式 3,302百万円 利益剰余金 8円 平成23年3月31日平成23年6月30日
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第2四半期連結累計期間（自　平成22年4月1日　至　平成22年9月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
（注）

合計国内
自動車電池

国内産業電池
及び電源装置

海外 計

売上高       

外部顧客への売上高 27,871 28,673 59,714116,25811,763128,022
セグメント間の内部売上高
又は振替高

619 1,004 853 2,476△2,476 －

計 28,490 29,677 60,567118,7359,287128,022

セグメント利益又は損失

（△）
1,917 2,027 4,444 8,388△2,274 6,114

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント及びセグメント利益の調整額であります。

報告セグメントに含まれない事業セグメントは、リチウムイオン電池事業及び照明事業等を含んでおります。

セグメント利益の調整額は△1,275百万円であり、セグメント間取引消去△766百万円、及び各報告セグメント

に配分していない全社費用△508百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

　

Ⅱ　当第2四半期連結累計期間（自　平成23年4月1日　至　平成23年9月30日）

1．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）

合計国内
自動車電池

国内産業
電池及び
電源装置

海外
リチウム
イオン電池

計

売上高        

外部顧客への売上高 27,34228,59360,480 7,864124,2807,615131,895
セグメント間の内部売
上高又は振替高

741 1,020 958 153 2,873△2,873 －

計 28,08329,61361,438 8,018127,1534,741131,895

セグメント利益又は損失

（△）
1,095 2,119 3,151△1,3704,996 △198 4,797

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント及びセグメント利益の調整額であります。

報告セグメントに含まれない事業セグメントは、照明事業等を含んでおります。セグメント利益の調整額は

△1,033百万円であり、セグメント間取引消去△520百万円、及び各報告セグメントに配分していない全社費用

△512百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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2．報告セグメントの変更等に関する事項

　 　当社は、従来、「国内自動車電池」、「国内産業電池及び電源装置」、「海外」の3つを報告セグメントとして

おりましたが、第1四半期連結累計期間から、セグメント情報に与える金額的重要性が増したため、「リチウム

イオン電池」を報告セグメントとして開示しております。

　 　前第2四半期連結累計期間のセグメント情報を当第2四半期連結累計期間において用いた報告セグメントによ

り区分すると次のとおりとなります。

 

報告セグメント
その他
（注）

合計国内
自動車電池

国内産業
電池及び
電源装置

海外
リチウム
イオン電池

計

売上高        

外部顧客への売上高 27,87128,67359,714 4,012120,2717,751128,022
セグメント間の内部売
上高又は振替高

619 1,004 853 57 2,533△2,533 －

計 28,49029,67760,567 4,070122,8055,217128,022

セグメント利益又は損失

（△）
1,917 2,027 4,444 △844 7,544△1,429 6,114

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント及びセグメント利益の調整額であります。

報告セグメントに含まれない事業セグメントは、照明事業等を含んでおります。セグメント利益の調整額は

△1,275百万円であり、セグメント間取引消去△766百万円、及び各報告セグメントに配分していない全社費用

△508百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

　

（1株当たり情報）

　1株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第2四半期連結累計期間
 自　平成22年4月 1日
 至　平成22年9月30日

当第2四半期連結累計期間
 自　平成23年4月 1日
 至　平成23年9月30日

1株当たり四半期純利益金額 6円34銭 6円00銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（百万円） 2,613 2,476

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 2,613 2,476

普通株式の期中平均株式数（千株） 411,954 412,840

　（注）　潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成23年11月1日

株式会社 ジーエス・ユアサ コーポレーション  

取締役会　御中   

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木村　幸彦　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三浦　宏和　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社 ジーエス・

ユアサ コーポレーションの平成23年4月1日から平成24年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成23

年7月1日から平成23年9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成23年4月1日から平成23年9月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジーエス・ユアサ コーポレーション及び連結子会社の平成23年

9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）　1．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半　　　　　

　　　　　　　　　　期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　2．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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